
地域（区）における自治の深化に向けて

～取組項目～

（平成25・26年度）

■区役所の権限・組織 ～行政区による主体的なまちづくりの実現～

■区民との協働 ～市民が主役となる自治の実現～

■教育委員会 ～子どもに身近な地域で教育に責任を持てる体制の構築～

平成２６年４月



区役所の権限・組織 区民との協働 教育委員会

【区長会議取りまとめ事項】

■各区が主体となった魅力ある
まちづくりの一層の推進

区の財源強化
区の権限強化
区の体制強化

■市役所・区役所の連携による
市政運営

区・市の連携強化

【区政創造推進WG・課長会議】
■区政・市政への多様な意見
の反映

市長との意見交換の場の新設
区長との意見交換の場の

充実・拡大
協働の外部評価

■区自治協議会とのさらなる
協働の推進

連携によるまちづくり

【区政創造推進WG・課長会議】
■地域で教育委員会が説明責任
を果たせる体制の構築

教育委員の担当区制と教育
事務所の再編

■地域との連携による教育の
推進

教育委員と区自治協議会
教育部会等との連携

地域（区）における自治の深化に向けて ～取組項目～

区・市の事務分担の再整理

【区政創造推進WG・課長会議】
■新しい視点・発想による区長の
リーダーシップの発揮

公募区長の登用

連携によるまちづくり
活動等の活性化

■地域コミュニティ協議会との
さらなる協働の推進

位置付け・役割，活動支援
組織体制の強化
活動拠点の確保，人的支援

区政創造推進会議（部長会議）
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～ 行政区による主体的なまちづくりの実現 ～

１ 各区が主体となった魅力あるまちづくりの一層の推進

■ これまで進めてきた「特色ある区づくり」や地域の実情に合った課題解決をより一層
推進していくため，財源や業務執行体制のあり方を再整理し，さらなる強化を行う。

基本的方向性

２ 新しい視点・発想による区長のリーダーシップの発揮

■ より強い区長のリーダーシップのもと，各区独自の取組を進め，地域資源を再評価し，
十分活用しながら，市全体に相乗効果を生み出す。
また，前例に捉われない創造的な発想で既存の業務を見直し，組織の活性化につな
げていく。

■ 区長会議の機能を強化し，市役所本庁が区役所と協議を経た施策展開を図るような
ルールづくりを行う。
また，市民との最先端で業務を進める区役所各課の業務が円滑に進むよう，課題解
決の仕組みを強化する。

３ 市役所・区役所の連携による市政運営

2



～ 行政区による主体的なまちづくりの実現 ～

区の財源強化

１ 各区が主体となった魅力あるまちづくりの一層の推進

● 区提案予算の要求に，区がよ
り積極的にかかわれるよう要求
スキームを変更。２６年度予算

【取組内容・結果】

地域の実情をより反映した
区提案予算要求スキームの確立

● 一または複数の区で行う事業
について，区から直接財務部に
要求するスキームを新設。２６

【取組内容・結果】

区提案予算に提案区独自事業の
要求スキームを新設

● ２６年度から，人口・面積を
指標として算定した額を上乗せ。
● ３年を超えた事業の継続を可
能に

【取組内容・結果】

現行の区づくり予算に人口・面
積を指標とした増額枠を上乗せ

スキームを変更。２６年度予算
要求から運用済。

＜変更後の予算要求スキーム＞

区と各部の事前協議の徹底

区長会議で優先順位付け

優先順位が高いものについて，
各部と区が連携して予算要求

【今後の取組】

● 要求スキームの変更について，
予算の執行状況等を踏まえ総括
し，必要に応じて運用の見直し
を行っていく。

要求するスキームを新設。２６
年度予算要求から運用済。

＜新設した予算要求スキーム＞

区と各部の事前協議の徹底

区長会議で情報共有したうえで，
区が直接予算要求

【今後の取組】

● 新設した要求スキームについ
て，予算の執行状況等を踏まえ
総括し，必要に応じて運用の見
直しを行っていく。

能に。

＜２６年度方針＞

基礎部分： 各区20,000千円

増額部分：8区計40,000千円

【今後の取組】
● より区が主体となった区政運
営が可能となるよう，予算規模
等について検討を行っていく。

北 東 中央 江南

4,000 6,000 8,000 4,000

秋葉 南 西 西蒲

4,000 3,000 7,000 4,000

（単位：千円）
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～ 行政区による主体的なまちづくりの実現 ～

区の財源強化

１ 各区が主体となった魅力あるまちづくりの一層の推進

● 26年度の緊急修繕費について，
過去の予算執行状況等を勘案し，
各区一律で一定額を増額する。

【取組内容・結果】

施設修繕等に係る費用の
配分見直し

● 区・市間の事前協議等に係る
規定として「区における総合的
な行政運営の推進に関する規

【取組内容・結果】

区再配当予定の予算要求前に
区・市間の事前協議を徹底

● 公募区長が提案する施策につ
いて，必要に応じて就任初年度
（２６年度）は補正予算を計上

【取組内容・結果】

公募区長提案施策実現の
ための予算を付与

＜２６年度方針＞

既存部分：各区10,000千円

増額部分：各区 5,000千円
（8区計40,000千円）

【今後の取組】
● 緊急修繕費を含む施設修繕費全体
のあり方について，財産経営推進計
画や公共建築物長寿命化指針等の内
容を踏まえ，市が保有する建築物の
保全計画を策定し，２７年度予算か
ら当該計画に基づく予算措置を検討。
● 保全計画の策定に当たっては，各
区管理施設の実情を適切に反映させ
る。

程」を制定。H26.4.1施行。
● 規程の実効性を担保するため，
運用指針等を作成。

＜区総合行政推進規程＞

区・市間の連絡調整を円滑に
すること等により本市にふさ
わしい区政の実現を図るもの

区長，部長等の責務等を規定

【今後の取組】

● 規程に基づき，区・市間で適
宜協議を実施。また，規程の見
直しを必要に応じて行っていく。

する。

＜公募区長の提案施策を実現＞

公募区長の熱意や意欲に期待

就任初年度（２６年度）の予
算編成に関われない点を考慮

【今後の取組】

● ２７年度予算については，区
提案予算提案区独自事業の活用
などにより，公募区長の提案施
策を実現化していくことを検討。
（区独自事業については，予算
規模等の検討をしていく。）
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～ 行政区による主体的なまちづくりの実現 ～

区の権限強化

１ 各区が主体となった魅力あるまちづくりの一層の推進

● ２６年度から，教育委員会と区
役所，コミ協などの連携を一層深
め，地域における教育体制を充実
させるため 教育委員会 組織と

【取組内容・結果】

地域と学校との連携に関する機能強化
（区担当の教育委員との連携など）

● 区・市間での協議により，新
たに区長専決権限として付与す
るものとして2事項，新たに区
長への委任事務として整理・拡

【取組内容・結果】

区長専決権限・委任事務の
整理・拡充

● 区の実情を踏まえた柔軟な組
織編成を可能にする観点から区
長の権限を強化。

【取組内容・結果】

課の再編成権を区長に付与，区長の
課長補佐以下の配置権の実効性向上

区の体制強化

させるため，教育委員会の組織と
して「教育支援センター」を全区
に設置。

＜教育支援センターの所管業務＞

これまでの機能
・教育相談，就学支援などの業務

新たな機能
・地域との連携推進のための業務
・区担当教育委員に関する業務

【今後の取組】

● 新体制の効果，課題等について
意見交換し，必要に応じて改善策
の検討を行っていく。

長への委任事務として整理・拡
充するものとして3事務を決定。
● ２６年度からの実施に向け関
係例規を改正。

＜区長専決権限（新規）＞
3億円未満の工事執行，
宿泊を伴う出張命令等の服務

＜区長への委任事務（新規）＞
引続き区域内に住所を有する証明，
地縁団体の許可・印鑑登録

【今後の取組】
● 新たな区長専決権限・委任事
務については規程に基づく協議
制度を活用し，区・市間で適宜
協議を実施していく。

＜新たな区長権限を付与＞

区役所の課未満の再編成(従前)
↓

区役所の課の再編成(新規)

【今後の取組】
● 課の再編成に当たっては，分
野によって各区で統一感のある
体制が必要とも考えられること
から，十分な協議のもと運用し
ていく。
● 課長補佐以下の配置権につい
ては，課の再編成権を併せて活
用し，実効性の向上を図ってい
く。
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～ 行政区による主体的なまちづくりの実現 ～

公募区長の登用

２ 新しい視点・発想による区長のリーダーシップの発揮

● ４区（北区・秋葉区・西区・西蒲区）において，庁内外から区長
を公募し，２６年４月１日採用・配置。
● 就任前の２か月間に事前研修を実施し，就任時の円滑な業務運営

【取組内容・結果】

公募区長の登用
公募区長提案施策実現の
ための予算を付与

（再掲）

● 公募区長が提案する施策につ
いて，必要に応じて就任初年度
（２６年度）は補正予算を計上

【取組内容・結果】

● 就任前の２か月間に事前研修を実施し，就任時の円滑な業務運営
に備える。（研修延時間６０時間超）
● 庁外からの公募区長には，専任の副区長を配置。

＜公募区長の登用＞（庁外２名，庁内２名）

北 区：【庁外】国家公務員（４０歳）＜専任副区長配置＞

秋葉区：【庁内】部長級職員（５７歳）

西 区：【庁内】部長級職員（５８歳）

西蒲区：【庁外】県立高等学校校長（６０歳）＜専任副区長配置＞

【今後の取組】

● 各年度末に公募区長それぞれに対する評価を実施する。評価方法
については，現行の人事評価制度の実施状況なども踏まえ，検討し
ていく。

する。

【今後の取組】

● ２７年度予算については，区
提案予算提案区独自事業の活用
などにより，公募区長の提案施
策を実現化していくことを検討。
（区独自事業については，予算
規模等の検討をしていく。）

＜公募区長の提案施策を実現＞

公募区長の熱意や意欲に期待

就任初年度（２６年度）の予
算編成に関われない点を考慮
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～ 行政区による主体的なまちづくりの実現 ～

区・市の連携強化

３ 市役所・区役所の連携による市政運営

● 区長会議に関する規定を要綱
から規程に位置付けを変更。副
区長会議を新設（要綱）。区課
長グループ会議の運用等を要綱

【取組内容・結果】

区長会議・区課長グループ会議の
機能強化

● 区・市の事務分担における課
題について，区・市間で協議。
● ２事務事業について区に裁量
を付与 ８事務事業について区

【取組内容・結果】

区・市の事務分担の再整理

区・市の事務分担の再整理

計画・事業等で区に影響があるもの
について区への事前協議を徹底

● 区・市間の事前協議等に係る
規定として「区における総合的
な行政運営の推進に関する規

【取組内容・結果】

長グループ会議の運用等を要綱
で規定。H26.4.1施行。

＜区長会議(規程)＞
政策協議・本庁所管事務事業（重要）の協議

↑↓
＜副区長会議(要綱)＞
総合調整・本庁所管事務事業（一般）の協議

↑↓
＜区課長G会議(要綱)＞
実務協議

【今後の取組】
● 会議の事務局機能を強化する
とともに会議の運用指針等を定
めるなどして規程・要綱の実効
性を高めていく。

を付与，８事務事業について区
・市の事務分担を見直し。
● ２６年度からの実施に向け関
係例規を改正。

＜区に裁量を付与＞
入札時資格，防災事業提案

＜区・市の事務分担を見直し＞
教育事務所再編，施設の所管，
津波避難ビル指定，女性相談，
建設課訴訟など

【今後の取組】
● 新たな事務分担の課題につい
ては，規程に基づく協議制度を
活用し，区・市間で適宜協議を
実施していく。

な行政運営の推進に関する規
程」を制定。H26.4.1施行。
● 規程の実効性を担保するため，
運用指針等を作成。

＜区総合行政推進規程＞

区・市間の連絡調整を円滑に
すること等により本市にふさ
わしい区政の実現を図るもの

区長，部長等の責務等を規定

【今後の取組】

● 規程に基づき，区・市間で適
宜協議を実施。また，規程の見
直しを必要に応じて行っていく。
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～ 市民が主役となる自治の実現 ～

１ 区政・市政への多様な意見の反映

■ 市民の多様な意見を，これまで以上に区政・市政に反映していくための仕組みづくり
を進める。

基本的方向性

２ 区自治協議会とのさらなる協働の推進

■ 協働の要である区自治協議会の活動をさらに活発にするため，コミュニティ協議会・Ｎ
ＰＯ等や教育機関・行政との連携を深めるとともに，活動内容を市民に広く周知し認知
度を高める。

２ 区自治協議会とのさらなる協働の推進

■ コミュニティ協議会が，様々な世代や団体と関わりながら自主・自立した形で運営され
ることを目指すため，活動支援や組織体制の強化などに取り組む。

３ 地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進
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～ 市民が主役となる自治の実現 ～

市長との意見交換の場の新設 区長との意見交換の場の充実・拡大 協働の外部評価

１ 区政・市政への多様な意見の反映

● 市の重要施策について，市長
と地域コミ協の会長等との懇談
会を開催。２５年度は，３回開

【取組内容・結果】

市長と地域コミュニティ協議会
との懇談会

● 各区で区長との意見交換の機
会拡大等について検討し，一般
区民との意見交換会の実施や，
コミ協を通じた一般区民への参

【取組内容・結果】

区長との意見交換のより一層の
充実と機会の拡大

● 評価を依頼するＮＰＯを選定
し，評価手法等について検討。

【取組内容・結果】

＜評価手法（案）＞

協働の取組状況について
外部評価を実施

催。

＜２５年度懇談会＞

５月：新バスシステム

１０・１１月：自治の深化
（各区ミーティングと同日開催）

３月：Ｈ26予算（10大ﾌﾟﾛ）

【今後の取組】

● ２６年度においても，市の重
要施策をテーマに，３回程度開
催していく。（第１・２・４四
半期に１回ずつの開催を予定）

（２６年度予算：205千円）

コミ協を通じた一般区民への参
加呼び掛けなどを実施。

【今後の取組】
● 区長との懇談会が未開催のコ
ミ協に対しては開催を呼び掛け
るとともに，一般区民を対象と
した実施方策（広報，ﾃｰﾏ等）
について各区で検討していく。

＜評価手法（案）＞

本市及び他政令市の協働環境
を調査・比較・分析。

評価結果はセミナー等で公表
し，協働意識の啓発を図って
いく。

【今後の取組】

● 複数の政令市との比較調査を
行い（４月），調査結果の分析
に基づき評価（７月）。
● セミナー等を開催し評価結果
を公表（９月）。

（２６年度予算：121千円）

『コミ協，自治会』中心

より広く『一般区民，社協，
教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ等』へ拡大

参
加
者
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～ 市民が主役となる自治の実現 ～

活動支援 連携によるまちづくり

２ 区自治協議会とのさらなる協働の推進

● 区・市間の協議，自治協会長会議等における意見
聴取により検討内容を確定し，各区自治協へ検討を
依頼（２５年１２月）。２５年度末に，各区自治協

【取組内容・結果】

地域とともに新たな支援方法を検討 区政運営にかかる評価の仕組みづくり

● 区の経営方針に基づく重点取組事項の結果に
ついて評価する仕組みをつくる。

【取組内容・結果】

＜評価の仕組み（案）＞依頼（２５年１２月）。２５年度末に，各区自治協
より方向性について中間回答。

＜検討項目＞

自治協のあり方・方向性

委員構成，委員推薦会議，任期・再任，
報告事項の取扱，部会への費用弁償，その他

【今後の取組】

● 各区自治協からの最終回答（５月）に基づき，区
自治協会長会議等の意見も踏まえ，最終案を確定し
（６月），各区自治協へ報告（７月）。
● 取りまとめ結果に基づき，例規等改正・予算反映。

（２６年度予算：878千円）

＜評価の仕組み（案）＞

対象：各区長が掲げる区の経営方針に基づく
重点取組事項

方法：区長による自己評価を補う形で自治協
より意見聴取

ｽｹｼﾞｭｰﾙ：２７年度より区経営方針にかかる
前年度実績・自己評価を自治協へ
提示（毎年度５月）

【今後の取組】

● 評価の仕組みについて，各区自治協と協議し
２６年度経営方針に基づく重点取組事項から実
施する。

（２６年度予算：2,016千円）
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～ 市民が主役となる自治の実現 ～

連携によるまちづくり 活動等の活性化

２ 区自治協議会とのさらなる協働の推進

● 各区自治協へ広報紙の発行に
ついて報告・依頼。（５区で実
績あり）
● ２６年度の広報紙発行に向け

【取組内容・結果】

区自治協議会活動の
市民への周知を強化

● 区・市間の協議により任期を
通しての研修計画（案）を策定
し，各区自治協へ報告（２５年
１２月）。

【取組内容・結果】

区自治協議会委員研修会
を充実

● 区自治協提案予算について，
地域活動団体を通じて活用する
ことを検討。

【取組内容・結果】

区自治協議会提案予算の
弾力的運用の検討

● ２６年度の広報紙発行に向け
て，各区（自治協・区地域課）
で編集方法等を検討。

【今後の取組】
● 各区で広報紙発行(１～４回)。
● 広報紙以外の伝達ツールを活
用した周知方法を検討していく。

（２６年度予算：12,580千円）

１２月）。

＜研修計画（案）＞

任期を通した研修カリキュラム
で段階的なレベルアップを図る。

新任研修の後，年１回ずつ全体
研修と各区研修をそれぞれ実施。

【今後の取組】

● 各区自治協において，区ごと
に実施する研修内容を検討。
● 全委員を対象とした全体研修
を実施（７月）した後，区ごと
に委員研修を実施（８月）。

（２６年度予算：1,115千円）

＜区の実情に応じた周知を実施＞

内容・回数・形式等は各区の
実情に応じて各区で決定。

区の資源を踏まえ，紙媒体以
外の周知方法も検討。
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ことを検討。

＜弾力的運用の具体（案）＞

自治協提案予算の一部を活用
し，コミ協を含めた地域支援
を行う。

コミ協等からの提案事業を自
治協で審査・実施，または，
自治協提案事業をコミ協等に
担ってもらう。

【今後の取組】

● 各区自治協の意見聴取を経て
２７年度予算から運用。



～ 市民が主役となる自治の実現 ～

位置付け，役割 活動支援

３ 地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進

● 他都市の取り組み状況について調査。
● 協働指針の検討会の設置（委員の人選）。

【取組内容・結果】

＜協働指針見直しの方向性（案）＞

協働指針の見直しに合わせ地域コミュニティ協議会
の位置付け・役割を明確化

地域とともに新たな支援方法を検討

● 各区でコミ協とともに（必要に応じて地域の様
々な団体等を交えて）ワークショップを開催。
（２６年２～３月）

【取組内容・結果】

＜協働指針見直しの方向性（案）＞

協働全般についての内容とし，コミ協も規定。
（現行は，NPOとの協働の内容が中心）
協働推進の基本方針の位置付けとすることも
視野に入れて検討する。

＜協働指針検討会の構成＞

自治協，コミ協，NPO，学識経験者 等

【今後の取組】

● 協働指針見直し検討会を開催し（６回程度），
素案作成，パブリックコメント（１２月）。
● 新たな支援方法の検討の中で，コミ協の位置付
け，役割の明確化を図り協働指針に反映（３月）。

（２６年度予算：1,236千円）

＜各区ワークショップ開催状況＞

各区で１，２回開催

開催期間：２／２～ ３／２３

【今後の取組】
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● 各区のワークショップの結果などを踏まえ，コ
ミ協への新たな支援方法について，全市単位の検
討（全市検討委員会の設置・開催（４回程度））
と各区単位の検討を並行しながら行い，必要な制
度を構築していく。

（２６年度予算：1,101千円）



～ 市民が主役となる自治の実現 ～

活動支援 組織体制の強化

３ 地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進

● 新たなモデル事業の実施を検
討し，コミ協の活動支援につな
げる。

【取組内容・結果】

新たなモデル事業の実施

● コミ協の，各区内での連絡会
議等を活用した事例報告・意見
交換の実施状況にかかる調査を

【取組内容・結果】

地域コミュニティ協議会の
ネットワークを形成

● 指定管理の委託を検討・実施
し，コミ協の財政基盤及び事務
局機能の強化につなげる。（コ

【取組内容・結果】

公の施設の指定管理委託
による支援

（放課後児童クラブ，ふれあい
スクール，地域包括ケアシステ
ムのモデル実施を検討）

＜２６年度実施予定モデル事業＞

放課後児童クラブ
・東区（2か所）南区（1か所）
ふれあいスクール
・東区（1か所）
地域包括ケアシステム
・全区（各区１か所以上）

【今後の取組】
● 放課後児童クラブ，ふれあい
スクール，地域包括ケアシステ
ムのモデル事業を実施。

交換の実施状況にかかる調査を
実施。

【今後の取組】

● 各区の実態に基づき，区単位
のネットワーク構築に向けて検
討していく。
● 将来的には，全市的なネット
ワークの構築を目指していく。

局機能の強化につなげる。（コ
ミュニティセンターのほか，体
育施設，公園などの管理につい
ても検討）

＜２６年度コミ協へ指定管理＞

コミュニティセンター
・北区（５施設）
・東区（２施設）
・南区（９施設）

【今後の取組】

● 引き続きコミ協が指定管理可
能な施設等の検討を行っていく。

＜調査結果の概要＞

開催頻度：年に１～６回
内容：情報交換等
対象：主に会長，役員，事務局
事務局：６つの区で行政が担当
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～ 市民が主役となる自治の実現 ～

活動拠点の確保 人的支援

３ 地域コミュニティ協議会とのさらなる協働の推進

● 各区において人材養成講座を
開催。

【取組内容・結果】

活動拠点で活躍する人材を
育成・発掘

● 本部設置に向け庁内検討組織
（ワーキンググループ）を立ち
上げ，組織構成，取り組み内容

【取組内容・結果】

庁内協働推進本部を設置

● 各まちづくりセンター（全市
２６か所）の現状分析と評価を
実施する。

【取組内容・結果】

まちづくりセンター機能
を充実

【今後の取組】

● 引き続き，人材養成講座を全
区で実施していく。
● 人材養成講座受講者の活用方
法等の仕組みを検討していく。

（２６年度予算：6,024千円）

上げ，組織構成，取り組み内容
等を検討。

＜ワーキンググループの概要＞

協働に積極的に取組んでいる
所属等の職員で組織。

（文化・スポーツ，福祉，保健，
経済，区役所，教委等）

【今後の取組】

● ワーキンググループにおいて，
別途作成する協働指針の内容を
踏まえながら検討し，２６年度
末を目途に本部を設置する。

＜養成講座開催の状況＞

区役所と公民館が連携し，全区
において活動拠点で活躍する人
材養成講座を開催。
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＜まちづくりセンターの状況＞

平成２４年度末 ２０か所

平成２５年度 ６か所増

【今後の取組】

● まちづくりセンターが地域の
活動拠点となるため，他施設と
の関係の整理や機能の再検討を
行う。
● 新たなセンターの設置（８か
所程度）を推進していく。

（２６年度予算：4,388千円）



～ 子どもに身近な地域で教育に責任をもてる体制の構築 ～

１ 教育委員会が説明責任を果たせる体制の構築

■ 教育情報の収集と発信により，区の特性や教育現場の実情などを踏まえた教育施策
が実施可能となる体制を構築する。

基本的方向性

■ 地域人材の参画や学校と地域との協働をこれまで以上に推進し，地域の核としての
学校の位置付けを明確化する。

２ 地域との連携による教育の推進
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～ 子どもに身近な地域で教育に責任をもてる体制の構築 ～

１ 地域で教育委員会が説明責任を果たせる体制の構築

教育委員の担当区制と教育事務所の再編

● 教育委員が区の特性や教育現場の実情を把握し，市全体
の教育に活かすため，教育委員を３人増員して９人体制に
し，教育長を除く８人が４人１組で４つの区を担当する。
● 教育委員会委員定数条例を改正し 新委員を任命

【取組内容・結果】

教育委員の担当区制

● 地域の教育窓口の充実を図るため，現
行，東・中央・西区を除く５つの区に設
置している教育事務所に新たな機能を加
えるなど業務を見直し その再編した組

【取組内容・結果】

教育事務所の再編

● 教育委員会委員定数条例を改正し，新委員を任命。

【今後の取組】
● 教育委員会内で，担当区を決め，具体的な実施手順及び
体制などを協議・確認し，現行の活動から教育ミーティン
グなどの新たな活動へ円滑に移行する。
● ２７年度以降は，教育委員２人で１つの区を，１人が２
つの区を担当する。

（２６年度予算：12,612千円）

えるなど業務を見直し，その再編した組
織「教育支援センター」を２６年度から
全区に設置する。

【今後の取組】
● 区役所，区担当教育委員との具体的な
連携方法等について協議・確認し，円滑
な実施を図っていく。

（２６年度予算額：4,726千円）

※担当区割

＜教育支援センターの所管業務＞
これまでの機能
・教育相談，就学支援などの業務
新たな機能
・地域との連携推進のための業務
・区担当教育委員に関する業務

26年度 27年度

Ａ
４区

Ｂ
４区

Ａ
２区

Ｂ
２区

Ｃ
２区

Ｄ
２区
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～ 子どもに身近な地域で教育に責任をもてる体制の構築 ～

２ 地域との連携による教育の推進

教育委員と区自治協議会教育部会等との連携

● 現行の学校視察に代えて，２６年度から区担当教
育委員が学校を訪問し「中学校区教育ミーティン
グ」として１中学校区または複数の中学校区を単位

【取組内容・結果】

中学校区教育ミーティング（中学校区単位）の開催

● 現行の自治協と教育委員あるいは教育委員会事
務局との懇談会に代えて，２６年度から教育委員，
教育委員会事務局と，区自治協委員，区ＰＴＡ連

【取組内容・結果】

区教育ミーティング（区単位）の開催

グ」として１中学校区または複数の中学校区を単位
に地域の教育関係者と意見交換を実施。

【今後の取組】
● 教育委員，学校などと実施方法等について協議・
確認し，担当区制の本格活動開始に併せ，順次実施
していく。

教育委員会事務局と，区自治協委員，区ＰＴＡ連
合会との懇談を区ごとに開催。

【今後の取組】

● 教育委員，自治協，区ＰＴＡ連合会と，実施方
法等について協議・確認し，担当区制の本格活動
開始に併せ，順次実施していく。

＜区教育ミーティング＞

全市で年１６回開催（年２回／区）

参加者：教育委員，教育委員会事務局，
区自治協委員，区ＰＴＡ連合会

内 容：学力，いじめ，適正配置など個別に
テーマ設定した上で質疑，意見交換
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＜中学校区教育ミーティング＞

２年間で全中学校区（５６中学校区）を一巡
なお，26年度は，モデル的実施により手法等を
検証し，27年度から本格実施
参加者：教育委員，教育委員会事務局，

コミ協，保護者，地域教育ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰなど
内 容：中学校区内における地域と連携した取り

組みの紹介・意見交換



平成２６年度検討予定項目平成２６年度検討予定項目
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区役所の権限・組織 区民との協働 教育委員会

【国における制度改正を踏まえた検討】

地方自治法改正（総合区及び総合区長など）

教育委員会制度改革への対応

平成２６年度平成２６年度 検討予定項目検討予定項目

【区の権限・財源・体制強化】

 さらなる区実情反映策

 区政支援機関の新設 など

【新たな支援方法の詳細及び
モデル事業拡大・本格実施】

 自治協・コミ協への支援

 自治協提案の弾力的運用

 モデル事業実施 など

【地域との連携】

 教育支援センターの体制・

運営や教育ミーティングの

深化
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